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総合政策部 財政課

平成３０年度当初予算について

１ 会計別予算額

（単位：千円）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

17,550,000 18,050,000 △ 500,000 △ 2.8%

6,185,548 7,743,031 △ 1,557,483 △ 20.1%

674,475 598,966 75,509 12.6%

3,941,853 4,249,655 △ 307,802 △ 7.2%

687,047 1,068,758 △ 381,711 △ 35.7%

1,845,161 1,732,044 113,117 6.5%

2,092,389 2,380,867 △ 288,478 △ 12.1%

32,976,473 35,823,321 △ 2,846,848 △ 7.9%

※上記を一般会計と特別会計で区分した場合 （単位：千円）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

17,550,000 18,050,000 △ 500,000 △ 2.8%

15,426,473 17,773,321 △ 2,346,848 △ 13.2%

11,488,923 13,660,410 △ 2,171,487 △ 15.9%

3,937,550 4,112,911 △ 175,361 △ 4.3%

32,976,473 35,823,321 △ 2,846,848 △ 7.9%

※基金残高見込み （単位：千円）

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

976,734 1,380,169 △ 403,435 △ 29.2%

1,187,564 986,583 200,981 20.4%

194,118 193,927 191 0.1%

37,105 39,015 △ 1,910 △ 4.9%

3,435 3,433 2 0.1%

231,891 266,383 △ 34,492 △ 12.9%

2,630,847 2,869,510 △ 238,663 △ 8.3%
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平成３０年度当初予算について

２ 各会計の予算状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 市 税 8,174,547 46.6% 8,162,982 45.2% 11,565 0.1%

2 地 方 譲 与 税 169,001 1.0% 160,001 0.9% 9,000 5.6%

3 利 子 割 交 付 金 10,000 0.1% 4,000 0.0% 6,000 150.0%

4 配 当 割 交 付 金 33,000 0.2% 50,000 0.3% △ 17,000 △ 34.0%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 60,000 0.3% 60,000 0.3% 0 0.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,005,000 5.7% 906,000 5.0% 99,000 10.9%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 86,000 0.5% 84,000 0.5% 2,000 2.4%

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 80,001 0.5% 60,001 0.3% 20,000 33.3%

9 地 方 特 例 交 付 金 39,000 0.2% 38,000 0.2% 1,000 2.6%

10 地 方 交 付 税 1,101,000 6.3% 1,260,000 7.0% △ 159,000 △ 12.6%

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,700 0.0% 6,700 0.0% 0 0.0%

12 分 担 金 及 び 負 担 金 302,228 1.7% 307,550 1.7% △ 5,322 △ 1.7%

13 使 用 料 及 び 手 数 料 232,143 1.3% 236,739 1.3% △ 4,596 △ 1.9%

14 国 庫 支 出 金 2,373,975 13.5% 2,492,640 13.8% △ 118,665 △ 4.8%

15 県 支 出 金 1,111,873 6.3% 1,077,189 6.0% 34,684 3.2%

16 財 産 収 入 7,927 0.1% 16,006 0.1% △ 8,079 △ 50.5%

17 寄 附 金 142,657 0.8% 112,343 0.6% 30,314 27.0%

18 繰 入 金 842,733 4.8% 986,781 5.5% △ 144,048 △ 14.6%

19 繰 越 金 500,000 2.9% 500,000 2.8% 0 0.0%

20 諸 収 入 165,615 0.9% 166,168 0.9% △ 553 △ 0.3%

21 市 債 1,106,600 6.3% 1,362,900 7.6% △ 256,300 △ 18.8%

17,550,000 100.0% 18,050,000 100.0% △ 500,000 △ 2.8%合　　　　　　計

１　平成30年度日高市一般会計予算の状況

款 増減額 増減率
平成30年度 平成29年度
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２ 各会計の予算状況
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平成３０年度当初予算について

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 議 会 費 176,396 1.0% 180,304 1.0% △ 3,908 △ 2.2%

2 総 務 費 2,631,354 15.0% 2,715,603 15.1% △ 84,249 △ 3.1%

3 民 生 費 7,350,130 41.9% 7,691,533 42.6% △ 341,403 △ 4.4%

4 衛 生 費 1,488,979 8.5% 1,503,809 8.3% △ 14,830 △ 1.0%

5 労 働 費 540 0.0% 546 0.0% △ 6 △ 1.1%

6 農 林 水 産 業 費 88,410 0.5% 86,484 0.5% 1,926 2.2%

7 商 工 費 151,582 0.9% 214,728 1.2% △ 63,146 △ 29.4%

8 土 木 費 1,528,240 8.7% 1,699,426 9.4% △ 171,186 △ 10.1%

9 消 防 費 820,766 4.7% 846,569 4.7% △ 25,803 △ 3.0%

10 教 育 費 1,651,014 9.4% 1,589,818 8.8% 61,196 3.8%

11 災 害 復 旧 費 2 0.0% 1 0.0% 1 100.0%

12 公 債 費 1,333,734 7.6% 1,203,071 6.7% 130,663 10.9%

13 諸 支 出 金 288,853 1.6% 278,108 1.5% 10,745 3.9%

14 予 備 費 40,000 0.2% 40,000 0.2% 0 0.0%

17,550,000 100.0% 18,050,000 100.0% △ 500,000 △ 2.8%合　　　　　　計

１　平成30年度日高市一般会計予算の状況

款 増減額 増減率
平成30年度 平成29年度
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２ 各会計の予算状況
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平成３０年度当初予算について

２　平成30年度日高市国民健康保険特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 1,198,480 19.4% 1,243,168 16.1% △ 44,688 △ 3.6%

2 国 庫 支 出 金 1 0.0% 1,334,441 17.2% △ 1,334,440 △ 100.0%

3 療 養 給 付 費 等 交 付 金 1 0.0% 127,629 1.7% △ 127,628 △ 100.0%

△ 前 期 高 齢 者 交 付 金 0 0.0% 2,270,471 29.3% △ 2,270,471 皆減

4 県 支 出 金 4,522,703 73.1% 327,203 4.2% 4,195,500 1,282.2%

△ 共 同 事 業 交 付 金 0 0.0% 1,701,281 22.0% △ 1,701,281 皆減

5 財 産 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

6 寄 附 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

7 繰 入 金 454,734 7.3% 729,921 9.4% △ 275,187 △ 37.7%

8 繰 越 金 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0%

9 諸 収 入 9,625 0.2% 8,913 0.1% 712 8.0%

6,185,548 100.0% 7,743,031 100.0% △ 1,557,483 △ 20.1%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 33,667 0.5% 43,504 0.6% △ 9,837 △ 22.6%

2 保 険 給 付 費 4,508,040 72.9% 4,755,733 61.4% △ 247,693 △ 5.2%

△ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 0 0.0% 881,335 11.4% △ 881,335 皆減

△ 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 0 0.0% 3,169 0.0% △ 3,169 皆減

△ 老 人 保 健 拠 出 金 0 0.0% 41 0.0% △ 41 皆減

△ 介 護 納 付 金 0 0.0% 306,266 4.0% △ 306,266 皆減

3 国民健康保険事業費納付金 1,556,277 25.1% 0 0.0% 1,556,277 皆増

4 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1 0.0% 0 0.0% 1 皆増

5 共 同 事 業 拠 出 金 2 0.0% 1,657,938 21.4% △ 1,657,936 △ 100.0%

6 保 健 事 業 費 73,444 1.2% 79,841 1.0% △ 6,397 △ 8.0%

7 基 金 積 立 金 14 0.0% 1 0.0% 13 1,300.0%

8 諸 支 出 金 4,103 0.1% 5,203 0.1% △ 1,100 △ 21.1%

9 予 備 費 10,000 0.2% 10,000 0.1% 0 0.0%

6,185,548 100.0% 7,743,031 100.0% △ 1,557,483 △ 20.1%

３　平成30年度日高市後期高齢者医療特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 535,559 79.4% 464,703 77.6% 70,856 15.2%

2 繰 入 金 137,910 20.4% 133,257 22.2% 4,653 3.5%

3 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

4 諸 収 入 1,005 0.2% 1,005 0.2% 0 0.0%

674,475 100.0% 598,966 100.0% 75,509 12.6%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 31,490 4.7% 36,668 6.1% △ 5,178 △ 14.1%

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

640,983 95.0% 560,296 93.5% 80,687 14.4%

3 諸 支 出 金 1,002 0.2% 1,002 0.2% 0 0.0%

4 予 備 費 1,000 0.1% 1,000 0.2% 0 0.0%

674,475 100.0% 598,966 100.0% 75,509 12.6%
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２ 各会計の予算状況
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平成３０年度当初予算について

４　平成30年度日高市介護保険特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 保 険 料 1,019,253 25.9% 963,976 22.7% 55,277 5.7%

2 国 庫 支 出 金 717,486 18.2% 774,619 18.2% △ 57,133 △ 7.4%

3 支 払 基 金 交 付 金 1,015,529 25.8% 1,143,622 26.9% △ 128,093 △ 11.2%

4 県 支 出 金 568,799 14.4% 612,629 14.4% △ 43,830 △ 7.2%

5 財 産 収 入 391 0.0% 1 0.0% 390 39,000.0%

6 繰 入 金 620,358 15.7% 754,763 17.8% △ 134,405 △ 17.8%

7 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

8 諸 収 入 36 0.0% 44 0.0% △ 8 △ 18.2%

3,941,853 100.0% 4,249,655 100.0% △ 307,802 △ 7.2%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 58,587 1.5% 51,974 1.2% 6,613 12.7%

2 保 険 給 付 費 3,652,299 92.7% 3,940,339 92.7% △ 288,040 △ 7.3%

3 基 金 積 立 金 392 0.0% 2 0.0% 390 19,500.0%

4 地 域 支 援 事 業 費 219,572 5.5% 246,337 5.8% △ 26,765 △ 10.9%

5 諸 支 出 金 1,003 0.0% 1,003 0.0% 0 0.0%

6 予 備 費 10,000 0.3% 10,000 0.3% 0 0.0%

3,941,853 100.0% 4,249,655 100.0% △ 307,802 △ 7.2%

５　平成30年度日高市武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 保 留 地 処 分 金 78,780 11.5% 138,300 12.9% △ 59,520 △ 43.0%

2 国 庫 支 出 金 14,850 2.2% 51,700 4.8% △ 36,850 △ 71.3%

3 繰 入 金 300,316 43.7% 221,057 20.7% 79,259 35.9%

4 繰 越 金 20,000 2.9% 20,000 1.9% 0 0.0%

5 諸 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

6 市 債 273,100 39.7% 637,700 59.7% △ 364,600 △ 57.2%

687,047 100.0% 1,068,758 100.0% △ 381,711 △ 35.7%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 事 業 費 579,526 84.4% 969,923 90.8% △ 390,397 △ 40.3%

2 公 債 費 107,021 15.5% 98,335 9.2% 8,686 8.8%

3 予 備 費 500 0.1% 500 0.0% 0 0.0%

687,047 100.0% 1,068,758 100.0% △ 381,711 △ 35.7%
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２ 各会計の予算状況

- ６ -

平成３０年度当初予算について

６　平成30年度日高市水道事業会計予算の状況

収益的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 水 道 事 業 収 益 1,218,238 1,237,022 △ 18,784 △ 1.5%

収益的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 水 道 事 業 費 用 1,194,744 1,212,929 △ 18,185 △ 1.5%

資本的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 資 本 的 収 入 446,438 295,789 150,649 50.9%

資本的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 資 本 的 支 出 650,417 519,115 131,302 25.3%

７　平成30年度日高市下水道事業会計予算の状況

収益的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 収 益 936,012 81.0% 916,370 80.3% 19,642 2.1%

2 農 業 集 落 排 水 事 業 収 益 60,765 5.2% 62,395 5.5% △ 1,630 △ 2.6%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ
ン ト 事 業 収 益

158,959 13.8% 162,540 14.2% △ 3,581 △ 2.2%

1,155,736 100.0% 1,141,305 100.0% 14,431 1.3%

収益的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 費 用 923,234 80.9% 894,537 80.9% 28,697 3.2%

2 農 業 集 落 排 水 事 業 費 用 62,264 5.4% 62,395 5.6% △ 131 △ 0.2%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ
ン ト 事 業 費 用

156,145 13.7% 149,063 13.5% 7,082 4.8%

1,141,643 100.0% 1,105,995 100.0% 35,648 3.2%

資本的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入 475,035 95.5% 841,988 91.8% △ 366,953 △ 43.6%

2
農 業 集 落 排 水
事 業 資 本 的 収 入

1 0.0% 2,501 0.3% △ 2,500 △ 100.0%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン
ト 事 業 資 本 的 収 入

22,451 4.5% 72,883 7.9% △ 50,432 △ 69.2%

497,487 100.0% 917,372 100.0% △ 419,885 △ 45.8%

資本的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出 919,418 96.7% 1,190,748 93.4% △ 271,330 △ 22.8%

2
農 業 集 落 排 水
事 業 資 本 的 支 出

8,807 0.9% 11,159 0.9% △ 2,352 △ 21.1%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン
ト 事 業 資 本 的 支 出

22,521 2.4% 72,965 5.7% △ 50,444 △ 69.1%

950,746 100.0% 1,274,872 100.0% △ 324,126 △ 25.4%

平成30年度 平成29年度

増減額

増減率

増減額 増減率

増減率

平成30年度 平成29年度

平成30年度

増減率

款

平成29年度

平成29年度

増減額

平成29年度

平成30年度 平成29年度
増減額 増減率

増減額

平成30年度 平成29年度

平成30年度

増減率

増減率

増減額

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

款
平成30年度

増減額

増減額

増減率
平成29年度平成30年度

款

款

款

款

款

款

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

安心
安全

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援



平成30年度一般会計予算の重点施策

- 7 -

事業名 担当課 事業費(千円)

1
地域子育て支援センター運営事業
子育て総合支援センター運営事業

子育て応援課 21,277

2 乳幼児支援事業 保健相談センター 8,115

3 多子世帯応援事業 子育て応援課 1,600
4 母子保健利用者支援事業 保健相談センター 3,919

事業名 担当課 事業費(千円)

5
高麗川駅東口開設事業
高麗川駅東地区整備事業

交通政策課、都市計画課 44,237

6 交通安全施設整備・維持管理事業 交通政策課 47,199
7 北平沢運動場維持管理事業 生涯学習課 71,534

8 空き家対策等推進事業 都市計画課 1,773

事業名 担当課 事業費(千円)

9 高齢者等おでかけ支援事業 交通政策課 12,330

10 防災情報伝達システム整備・維持管理事業 危機管理課 18,798

11 広報事務 市政情報課 648

12 地域福祉推進事業 福祉政策課 1,087

事業名 担当課 事業費(千円)

13 総合戦略推進事務 政策秘書課 3,314

14
遠足の聖地プロジェクト事業
巾着田維持管理事業
緑の保全推進事業

産業振興課、環境課 74,165

15 結婚活動支援事業 福祉政策課 251
16 創業支援事業 産業振興課 500

事業名 担当課 事業費(千円)

17 予防接種事業 保健相談センター 128,222

18 英語教育推進事業 学校教育課 24,708

19 議会運営事務 議会事務局 1,446

20 地域からの要望に対応した事業 交通政策課、建設課 207,969

○ 次世代を担う子どもたちを安心して育てることができる「子育て応援」に資する事業

Ⅰ 子育て応援

○ 環境にやさしく生活に密着した都市基盤を整える「住環境整備」に資する事業

Ⅱ 住環境整備

○ 市民が安心して、生き生きと生活ができる「安心安全なまちづくり」に資する事業

Ⅲ 安心安全なまちづくり

○ 誰もが住みたいと思えるまち、誰もが住み続けたくなるまちの実現に向け、市の
特徴を生かした「人口減少対策」に資する事業

Ⅳ 人口減少対策

上記Ⅰ～Ⅳの「連携」に資する事業

Ⅴ 連携事業

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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Ⅰ 子育て応援
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1

2

保健衛生総務費 P95保健相談センター

乳幼児支援事業 拡充

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

　日高市に誕生する新生児は、年間約300人。誕生直後は、母子共に体も心も不安定な状
態にあることが多く、この時期の的確なアドバイスや子育て相談は、その後の子どもの成
長にとって、とても重要です。
　こうしたことを踏まえ、平成30年度は、新生児全戸訪問を一層強化し、専門的知識のあ
る助産師や保健師による訪問を増やします。

事業費 (うち当該事業費)

8,115千円 (0千円)

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

地域子育て支援センター運営事業
子育て総合支援センター運営事業

子育て応援課

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　平成30年4月1日に総合福祉センター「高麗の郷」内に子育て総合支援センター『ぬく
ぬく』を開設します。
　『ぬくぬく』には、子育て中の親子の遊び場となるプレイルーム、親子図書室、アク
ティブルームやガーデンスペース等を設けています。
　また、子育てに関する専門職員を配置し、子育て相談をはじめ、子育てに関するイベン
トの開催、連携事業として発達が気になる子どもの育児相談や教室の開催など、安心して
子育てができる環境を提供するとともに子どもの健やかな育ちを支援します。

 対 　 象　おもに就学前の児童とその保護者等
 休 館 日　第１･第３土曜日、祝日及び12月28日から１月４日
 連携事業  子育て利用者支援事業、発達に関する育児相談事業

P83
P89

児童福祉総務費
児童福祉施設費

21,277千円

事業費

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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3

4

児童福祉総務費

1,600千円

事業概要

　多子世帯の育児に係る経済的負担の軽減を図るため、第３子以降の子どもが生まれ
た世帯に対し、紙おむつなどの育児用品２万円相当分を支給します。
　支給の方法は、育児により外出が困難な時期となることに配慮し、配布した「多子
世帯紙おむつ等育児用品カタログ」の中から、希望する育児用品を自宅に配送しま
す。
　なお、このような手法での事業は、県内初の取り組みになります。

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

多子世帯応援事業

子育て応援課

担当課

P85

事業費

予算書頁予算科目

事業概要

　現在、妊娠届は、年間約300件で、このうち約７割が市民課、残り３割が生涯学
習センター内にある保健相談センターで受け付けていますが、平成30年４月から
は、全ての妊娠届の受け付けと母子手帳の交付を保健相談センターで行うようにしま
す。
　妊娠届の受け付けを通じ、その場で助産師や保健師との面談や妊娠への不安などに
関する相談等ができるようになります。
　また、継続した経過観察やフォローアップにつなげられることも期待されます。

保健相談センター 保健衛生総務費 P95

事業費 (うち当該事業費)

3,919千円 (0千円)

母子保健利用者支援事業 拡充

担当課 予算科目 予算書頁

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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5

6

交通安全対策費 P58交通政策課

交通安全施設整備・維持管理事業 新規

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

　道路照明灯、道路反射鏡、道路標示等の交通安全施設を管理し、交通危険箇所に交通安
全施設を整備します。
　平成30年度は、ＪＲ高麗川駅西側に位置する四本木、高麗川地区の一部、約11.4haに
ついてゾーン３０の指定を進めるとともに、区域内の道路標示設置工事を実施します。
　また、市内全域の道路照明灯約5,000基の維持管理を行うほか、ＬＥＤ道路照明灯41
基、道路反射鏡19基の設置工事などを実施します。

事業費 (うち当該事業費)

47,199千円 (0千円)

継続

(うち当該事業費)

(0千円)

高麗川駅東口開設事業
高麗川駅東地区整備事業

交通政策課、都市計画課

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　日高市の中心であり、鉄道交通の主要玄関口であるＪＲ高麗川駅の東口の早期開設に向
け、鉄道事業者との協議・調整を進めます。
　平成３０年度は、引き続き調査設計を行い、自由通路及び駅舎の計画案についてＪＲ東
日本と協議を進めていきます。
　また、ＪＲ高麗川駅東口の開設に併せ、都市計画道路高麗川駅東口通線(市道B287号線)
及び市道幹線６号の交差点の整備を行います。
　平成30年度は、道路用地の補償物件調査（対象地権者４名）及び用地買収（約500㎡）
を進めます。

P121
P119

都市計画総務費、道路新設改良費

44,237千円

事業費

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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7

8

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

生涯学習課

担当課

P153

北平沢運動場維持管理事業

予算書頁予算科目

事業費

体育施設費

担当課 予算科目 予算書頁

都市計画課 住宅管理費

新規

P123

事業概要

　日高市空き家・空き地バンク実施要綱（平成30年１月１日施行）に基づき、市内への定
住促進及び地域の活性化を目的として、市内の空き家及び空き地の有効活用を図ります。
　平成30年度については、平成29年度に実施した空き家実態調査により判明した空き家
所有者に対して、今後の活用等に関する意向調査（二次調査）を実施します。
　なお、売却や賃貸など空き家の活用に前向きな所有者に対しては、空き家・空き地バン
クへの登録を促します。また、活用が決まっていない所有者については、適正に管理する
よう依頼していきます。
　この他、空き家対策特別措置法に基づいた総合的な空き家対策を検討・実施するため、
空き家対策協議会の設置や空き家対策計画の策定に向けた検討を進めます。

事業費 (うち当該事業費)

71,534千円

空き家対策等推進事業

事業概要

　北平沢運動場の中央部分を県道飯能寄居線バイパスが南北に縦断することから、気軽に
運動を楽しむことができる施設に再整備します。
　整備面積は、約23,000平方メートルで、西側運動場は、外周にウォーキングコースを
配置します。東側運動場は、ウォーキングコース、健康器具などを配置するほか、水洗ト
イレを設置します。また、高麗川に面する南側に約60台を収容できる駐車場を整備しま
す。
　平成30年度中に供用開始となる県道飯能寄居線バイパスの完成に併せ、北平沢運動場の
一部を供用開始する予定です。

1,773千円 (0千円)

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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9

10

企画費

12,330千円

事業概要

　移動手段を持たない高齢者等の買い物、通院や社会参加などを促進するため、平成30年
度から、タクシー利用又は路線バス利用に対する助成を開始します。
　対象
　　①自力での移動が困難な市内在住の75歳以上の人
　　②自動車運転免許証を自主返納した市内在住の75歳未満の人
　　　（自主返納時１回限り）
　補助内容
　　次のうち、いずれかの選択制（１年度１回）
　　・路線バス乗車券の購入補助(上限額7,300円)
　　・タクシー利用補助券の交付(730円×10枚)

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

高齢者等おでかけ支援事業

交通政策課

担当課

P55

事業費

予算書頁予算科目

事業概要

　防災行政無線やＪアラートのシステムは、災害時における避難情報や弾道ミサイル等の
国民保護情報など、市民へ一斉に情報を伝達する必要不可欠な手段のひとつになっていま
す。
　現行の防災行政無線（固定型）については、電波法の改正により、平成34年12月1日以
降使用できくなることから、市では平成32年度までに市内69局の防災行政無線のデジタ
ル化を実施します。
　平成30年度は、デジタル化に向けた基本設計及び実施設計を行います。また、現行のＪ
アラート受信機について、平成31年度以降、国からの国民保護情報の受信が困難になるこ
とから、Jアラート新型受信機への更新を行います。

危機管理課 防災費 P61

事業費 (うち当該事業費)

18,798千円 (0千円)

防災情報伝達システム整備・維持管理事業 新規

担当課 予算科目 予算書頁

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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11

12

社会福祉総務費 P73福祉政策課

新規

担当課 予算科目 予算書頁

地域福祉推進事業

事業概要

　平成26年度から平成30年度までを計画期間とする「第２次日高市地域福祉計画」が満
了を迎えることから、平成31年度から平成35年度までの５か年を計画期間とする「第３
次日高市地域福祉計画」を策定します。
　策定にあたり、平成29年度には、アンケート調査、無作為抽出による市民ワークショッ
プ及び地域懇談会を開催するなど、地域生活における課題の把握を行いました。
　なお、「第３次日高市地域福祉計画」は、国が提唱する「我が事・丸ごと」を念頭に置
き、高齢者、障がい者、児童の各分野の上位計画として位置付け、他人事を我が事と意識
する地域づくりの強化、各分野を丸ごと支える支援体制の整備等を新たに計画に盛り込む
など、地域共生社会の実現を目指すものとなります。

事業費 (うち当該事業費)

1,087千円 (0千円)

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

広報事務

市政情報課

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　平成30年４月から、テレビ埼玉の市町村データ放送サービスを使い、市のイベント情報
などをお知らせします。また、非常時には、避難情報や支援情報などを発信します。

P51文書広報費

648千円

事業費

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援



平成30年度一般会計予算の重点施策

Ⅳ 人口減少対策

- 14 -

13

14

事業概要

　日本全体の総人口が減少傾向にある中で、日高市においても、新たな対策を行わない場
合は、さらなる人口減少が続くものと見込まれています。今後、定住人口を維持するとと
もに交流人口を増加させ、将来に向けたまちの活力維持・向上を図るためには、多くの方
に「日高市」がどのようなまちかを知ってもらう必要があります。
　そのため、日高市が持つ魅力や地域資源（豊かな自然や観光資源、充実した子育て支援
施策や教育環境等）を最大限に生かしたプロモーション動画を作成し、市内外に向けてＰ
Ｒを行うことで、「選ばれるまち」の実現を目指します。
　作成した動画は、市ホームページや動画配信サイトで公開するほか、各種SNSによる情
報発信や市主催イベントでの上映等あらゆる場面での活用を予定しています。
　この他、市外から転入する新婚世帯に対し、新婚ウェルカム住まいる事業実施要綱に基
づき、補助金を交付します。

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

総合戦略推進事務

政策秘書課

担当課

P56企画費

3,314千円

事業費

予算書頁予算科目

遠足の聖地プロジェクト事業
巾着田維持管理事業
緑の保全推進事業

新規

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

　日高市に遠足や行楽で訪れたお客様が思い出に残すことができるよう、巾着田や日和田
山山頂をはじめとする遠足コースや観光名所など約10カ所に記念スタンプを設置します。
　また、巾着田の入口付近に、ここが「巾着田」と一目で分かり、かつ、シンボルとなる
ような案内看板を設置します。看板の設置にあたっては、コンペ方式を採用し、デザイン
の提案から設置まで、一括したものを予定しています。
　さらに、平成29年９月20日に天皇皇后両陛下が巾着田を訪問されたことから、両陛下
が視察した場所に行幸啓記念碑を設置します。
　この他、遠足やハイキングで多くの方が訪れる物見山頂上付近の間伐等を行い、関東平
野が一望できるビュースポットを創出します。間伐等の面積は、約２，０００平方メート
ルで、６月末頃の完了を予定しています。

産業振興課、環境課 観光費、自然保護費
P113、

112、99

事業費

74,165千円

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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15

16

商工総務費 P110産業振興課

創業支援事業 新規

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

　市が策定した創業支援事業計画が国の認定を受けたことにより、平成30年度より創業支
援事業を開始します。
　市では、創業支援事業計画に基づき、日高市商工会と協力し、創業希望者の相談や、創
業に必要な知識を習得するためのセミナーを実施します。
　また、日高市商工会の創業支援活動に対して、交付金を交付します。

事業費 (うち当該事業費)

500千円 (0千円)

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

結婚活動支援事業

福祉政策課

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　少子化の背景に未婚率の上昇があることを社会全体の問題ととらえ、結婚への機運の醸
成を図り、結婚を希望する未婚者への出会いの場の提供を行います。
　平成30年度については、平成28年度から実施している婚活支援イベントを引続き開催
します。
　この他、埼玉県が中心となり、市町村、民間団体等と連携して立ち上げる「SAITAMA
出会いサポートセンター」に加入し、マッチングサービス、パートナー探し、イベント、
セミナー、情報発信等を行います。

P72社会福祉総務費

251千円

事業費

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援



平成30年度一般会計予算の重点施策
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17

18 英語教育推進事業 新規

予算書頁予算科目

事業概要

　高校受験など将来の進路を決める時期は、インフルエンザが流行する季節となることか
ら、中学3年生のインフルエンザ予防接種に係る費用の全額を助成します。（1,726千
円）
　この他、四種混合や日本脳炎をはじめとする各種予防接種を行います。

128,222千円

事業費

担当課 予算科目 予算書頁

24,708千円

　グローバル化する社会において積極的に人とコミュニケーションを図る「日高っ子」の
育成を目指し、英語教育を推進します。
　小学校では、AETの配置日数を増やして英語に触れる機会を充実させ、英語に親しみを
感じる授業を展開していきます。
　中学校では、平成30年度の新規事業として、公費負担で日高市立中学校に通う３年生全
生徒を対象に、英語検定３級の試験(一次試験)を全校で実施します。（1,769千円）
　また、英語検定の受験に向けた取組を通じて、英語を学ぶ楽しさを一層感じ、更なる学
びへの挑戦につながる英語教育の充実を図ります。

事業費

事務局費 P127

予防接種事業

学校教育課

事業概要

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

保健相談センター

担当課

P97予防費

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援

19

20

※新規　　新規に立ち上げた事業、又は事業中に新規の取組みがあるもの

　拡充　　事業中に対象の拡大や増額、手法の工夫などを行っているもの

　継続　　前年度以前から、引き続き重点的に取り組む事業

議会費

1,446千円

事業概要

　子どもたちの目線から見るまちづくり、子どもならではの感性を市政に活かすために、
未来を担う子どもたちを代表して、市内にある６つの小学校の高学年から子ども議員を選
出し、夏休みに子ども議会を開催します。（10千円）

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

議会運営事務

議会事務局

担当課

P41

事業費

予算書頁予算科目

事業概要

　市内の各行政区から要望された市民生活に直結する身近な課題に対応し、きめ細やかな
行政運営を行います。
　平成30年度は、平成29年度に各行政区の区長から要望があったもののうち、予算の範
囲内で対応可能な事業を実施します。
　内訳は、道路照明灯、道路反射鏡及び道路標示等の交通安全施設の整備費用として60件
分、8,003千円、舗装修繕、側溝整備など市道の整備や河川・水路の整備費用として52件
分、199,966千円を計上しています。

交通政策課、建設課
交通安全対策費、道路維持費、
道路新設改良費、河川改良費

P58、118、

119、120

事業費 (うち当該事業費)

207,969千円 (0千円)

地域からの要望に対応した事業 継続

担当課 予算科目 予算書頁
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３ 一般会計予算の推移
歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 市 税 8,031,139 46.0% 2.5% 7,869,867 42.6% △ 2.0% 8,018,140 44.5% 1.9% 8,162,982 45.2% 1.8% 8,174,547 46.6% 0.1%

2 地 方 譲 与 税 155,001 0.9% △ 1.3% 153,001 0.8% △ 1.3% 154,001 0.9% 0.7% 160,001 0.9% 3.9% 169,001 1.0% 5.6%

3 利 子 割 交 付 金 14,000 0.1% 0.0% 10,000 0.1% △ 28.6% 8,000 0.1% △ 20.0% 4,000 0.0% △ 50.0% 10,000 0.1% 150.0%

4 配 当 割 交 付 金 33,000 0.2% 135.7% 46,000 0.3% 39.4% 50,000 0.3% 8.7% 50,000 0.3% 0.0% 33,000 0.2% △ 34.0%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 7,400 0.0% 221.7% 50,000 0.3% 575.7% 90,000 0.5% 80.0% 60,000 0.3% △ 33.3% 60,000 0.3% 0.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 571,000 3.3% 23.6% 834,000 4.5% 46.1% 916,000 5.1% 9.8% 906,000 5.0% △ 1.1% 1,005,000 5.7% 10.9%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税交 付金 85,000 0.5% △ 1.2% 80,000 0.4% △ 5.9% 80,000 0.4% 0.0% 84,000 0.5% 5.0% 86,000 0.5% 2.4%

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 31,001 0.2% △ 51.6% 35,001 0.2% 12.9% 40,001 0.2% 14.3% 60,001 0.3% 50.0% 80,001 0.5% 33.3%

9 地 方 特 例 交 付 金 50,000 0.3% △ 5.7% 42,000 0.2% △ 16.0% 38,000 0.2% △ 9.5% 38,000 0.2% 0.0% 39,000 0.2% 2.6%

10 地 方 交 付 税 1,286,000 7.4% △ 9.0% 1,277,000 6.9% △ 0.7% 1,300,000 7.2% 1.8% 1,260,000 7.0% △ 3.1% 1,101,000 6.3% △ 12.6%

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,200 0.0% △ 2.7% 8,100 0.0% 12.5% 7,500 0.0% △ 7.4% 6,700 0.0% △ 10.7% 6,700 0.0% 0.0%

12 分 担 金 及 び 負 担 金 301,012 1.7% 2.6% 327,297 1.8% 8.7% 305,226 1.7% △ 6.7% 307,550 1.7% 0.8% 302,228 1.7% △ 1.7%

13 使 用 料 及 び 手 数 料 242,215 1.4% 0.7% 217,555 1.2% △ 10.2% 243,514 1.4% 11.9% 236,739 1.3% △ 2.8% 232,143 1.3% △ 1.9%

14 国 庫 支 出 金 2,522,802 14.4% 19.6% 2,684,011 14.5% 6.4% 2,403,987 13.3% △ 10.4% 2,492,640 13.8% 3.7% 2,373,975 13.5% △ 4.8%

15 県 支 出 金 947,913 5.4% △ 13.9% 1,043,116 5.7% 10.0% 1,029,642 5.7% △ 1.3% 1,077,189 6.0% 4.6% 1,111,873 6.3% 3.2%

16 財 産 収 入 35,340 0.2% △ 82.7% 36,379 0.2% 2.9% 26,349 0.2% △ 27.6% 16,006 0.1% △ 39.3% 7,927 0.1% △ 50.5%

17 寄 附 金 2,244 0.0% 8.1% 31,723 0.2% 1,313.7% 62,003 0.3% 95.5% 112,343 0.6% 81.2% 142,657 0.8% 27.0%

18 繰 入 金 763,007 4.4% 20.7% 838,625 4.5% 9.9% 874,028 4.8% 4.2% 986,781 5.5% 12.9% 842,733 4.8% △ 14.6%

19 繰 越 金 500,000 2.9% 0.0% 500,000 2.7% 0.0% 500,000 2.8% 0.0% 500,000 2.8% 0.0% 500,000 2.9% 0.0%

20 諸 収 入 134,026 0.8% 4.7% 658,025 3.6% 391.0% 223,809 1.2% △ 66.0% 166,168 0.9% △ 25.8% 165,615 0.9% △ 0.3%

21 市 債 1,720,700 9.9% △ 4.4% 1,718,300 9.3% △ 0.1% 1,659,800 9.2% △ 3.4% 1,362,900 7.6% △ 17.9% 1,106,600 6.3% △ 18.8%

17,440,000 100.0% 1.9% 18,460,000 100.0% 5.8% 18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8%

平成２９年度

款

合　　　　　　計

平成３０年度平成２６年度 平成２８年度平成２７年度

平成３０年度当初予算について
その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

安心
安全

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援
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平成３０年度当初予算について

歳出（目的別） （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 議 会 費 188,105 1.1% △ 1.8% 190,961 1.0% 1.5% 177,699 1.0% △ 6.9% 180,304 1.0% 1.5% 176,396 1.0% △ 2.2%

2 総 務 費 2,178,588 12.5% △ 9.6% 2,912,685 15.8% 33.7% 2,494,554 13.8% △ 14.4% 2,715,603 15.1% 8.9% 2,631,354 15.0% △ 3.1%

3 民 生 費 6,838,711 39.2% 3.2% 6,959,764 37.7% 1.8% 7,317,101 40.6% 5.1% 7,691,533 42.6% 5.1% 7,350,130 41.9% △ 4.4%

4 衛 生 費 1,526,337 8.7% 4.7% 1,567,085 8.5% 2.7% 1,598,692 8.9% 2.0% 1,503,809 8.3% △ 5.9% 1,488,979 8.5% △ 1.0%

5 労 働 費 591 0.0% △ 97.4% 586 0.0% △ 0.8% 604 0.0% 3.1% 546 0.0% △ 9.6% 540 0.0% △ 1.1%

6 農 林 水 産 業 費 99,821 0.6% 5.2% 92,702 0.5% △ 7.1% 77,009 0.4% △ 16.9% 86,484 0.5% 12.3% 88,410 0.5% 2.2%

7 商 工 費 181,992 1.0% 28.5% 195,224 1.0% 7.3% 215,340 1.2% 10.3% 214,728 1.2% △ 0.3% 151,582 0.9% △ 29.4%

8 土 木 費 2,156,393 12.4% 1.8% 2,047,082 11.1% △ 5.1% 1,876,573 10.4% △ 8.3% 1,699,426 9.4% △ 9.4% 1,528,240 8.7% △ 10.1%

9 消 防 費 886,743 5.1% 4.4% 846,273 4.6% △ 4.6% 866,798 4.8% 2.4% 846,569 4.7% △ 2.3% 820,766 4.7% △ 3.0%

10 教 育 費 1,862,932 10.7% 7.5% 2,208,007 12.0% 18.5% 1,869,444 10.4% △ 15.3% 1,589,818 8.8% △ 15.0% 1,651,014 9.4% 3.8%

11 災 害 復 旧 費 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

12 公 債 費 1,008,199 5.8% △ 1.5% 959,735 5.2% △ 4.8% 1,182,106 6.6% 23.2% 1,203,071 6.7% 1.8% 1,333,734 7.6% 10.9%

13 諸 支 出 金 471,587 2.7% 14.6% 439,895 2.4% △ 6.7% 314,079 1.7% △ 28.6% 278,108 1.5% △ 11.5% 288,853 1.6% 3.9%

14 予 備 費 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0%

17,440,000 100.0% 1.9% 18,460,000 100.0% 5.8% 18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8%

平成２９年度

合　　　　　　計

款

平成３０年度平成２６年度 平成２８年度平成２７年度

３ 一般会計予算の推移
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３ 一般会計予算の推移

平成３０年度当初予算について

歳出（性質別） （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 人 件 費 3,112,581 17.9% △ 4.2% 3,072,115 16.7% △ 1.3% 3,085,701 17.1% 0.4% 3,099,499 17.2% 0.4% 3,088,398 17.6% △ 0.4%

2 物 件 費 2,799,822 16.1% 6.1% 3,042,546 16.5% 8.7% 3,185,602 17.7% 4.7% 3,153,899 17.5% △ 1.0% 3,010,412 17.2% △ 4.5%

3 維 持 補 修 費 119,203 0.7% 5.7% 153,952 0.8% 29.2% 168,924 0.9% 9.7% 147,429 0.8% △ 12.7% 128,959 0.7% △ 12.5%

4 扶 助 費 4,224,753 24.2% 0.7% 4,325,666 23.4% 2.4% 4,402,382 24.4% 1.8% 4,675,502 25.9% 6.2% 4,529,795 25.8% △ 3.1%

5 補 助 費 等 1,959,745 11.2% 17.6% 1,965,084 10.7% 0.3% 2,066,622 11.5% 5.2% 1,748,347 9.7% △ 15.4% 1,843,757 10.5% 5.5%

6 普 通 建 設 事 業 費 1,939,177 11.1% 4.4% 2,092,778 11.3% 7.9% 1,538,306 8.5% △ 26.5% 1,174,564 6.5% △ 23.6% 1,030,970 5.9% △ 12.2%

あ う ち 補 助 事 業 費 546,296 3.1% 141.7% 851,227 4.6% 55.8% 225,609 1.3% △ 73.5% 228,320 1.3% 1.2% 121,045 0.7% △ 47.0%

7 災 害 復 旧 費 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0%

8 公 債 費 1,008,199 5.8% △ 1.5% 959,735 5.2% △ 4.8% 1,182,106 6.6% 23.2% 1,203,071 6.7% 1.8% 1,333,734 7.6% 10.9%

9 積 立 金 272,433 1.6% △ 41.2% 814,502 4.4% 199.0% 394,865 2.2% △ 51.5% 674,402 3.7% 70.8% 604,067 3.5% △ 10.4%

10 投 資 及 び 出 資 金 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ―

11 繰 出 金 1,958,585 11.2% 5.0% 1,988,120 10.8% 1.5% 1,959,990 10.9% △ 1.4% 2,127,785 11.8% 8.6% 1,934,405 11.0% △ 9.1%

12 貸 付 金 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0%

13 予 備 費 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0%

17,440,000 100.0% 1.9% 18,460,000 100.0% 5.8% 18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8%

平成２９年度

合　　　　　　計
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平成３０年度当初予算について

（単位：千円）

うち補助事業

議 会 費 164,027 9,645 2,724 176,396 1.0%

総 務 管 理 費 884,387 531,478 10,923 22,295 66,570 601,523 76,411 2,193,587 12.5%

徴 税 費 177,342 94,057 24,276 295,675 1.7%

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 79,932 26,768 5,677 112,377 0.6%

選 挙 費 7,655 6,521 484 14,660 0.1%

統 計 調 査 費 5,466 1,547 8 7,021 0.0%

監 査 委 員 費 7,581 336 117 8,034 0.1%

社 会 福 祉 費 338,223 201,280 1,119,105 135,038 1,634,089 36,687 3,464,422 19.7%

児 童 福 祉 費 260,751 69,403 2,304 2,442,132 142,385 12,835 2,929,810 16.7%

生 活 保 護 費 57,234 6,175 892,183 955,592 5.5%

災 害 救 助 費 3 300 2 1 306 0.0%

保 健 衛 生 費 152,359 227,555 4,327 61,662 1,331 53,180 26,380 500,414 2.9%

清 掃 費 37,741 850,989 1,709 88,126 10,000 988,565 5.6%

労 働 諸 費 360 2 178 540 0.0%

農 業 費 61,663 8,064 230 9,996 6,560 86,513 0.5%

林 業 費 274 300 112 1,211 1,897 0.0%

商 工 費 42,807 76,429 1,680 18,714 2 5,000 6,950 151,582 0.9%

土 木 管 理 費 171,814 36,355 76 4,460 1,450 750 214,155 1.2%

道 路 橋 り ょ う 費 5,521 81,842 82,800 590,333 93,915 760,496 4.3%

河 川 費 50 1,152 16,100 17,302 0.1%

都 市 計 画 費 108,135 71,813 1,000 404 300,316 15,734 497,402 2.8%

住 宅 費 17,290 2,471 1,100 13,224 4,800 38,885 0.2%

消 防 費 26,053 21,799 500 772,414 820,766 4.7%

教 育 総 務 費 250,707 178,238 16,516 500 445,961 2.5%

小 学 校 費 7,854 106,669 8,980 23,709 304 16,681 164,197 0.9%

中 学 校 費 5,509 102,616 9,720 25,744 446 104,412 248,447 1.4%

幼 稚 園 費 156 92,894 93,050 0.5%

社 会 教 育 費 154,271 189,324 3,676 10,083 1,160 358,514 2.1%

保 健 体 育 費 69,237 184,874 4,919 4,138 77,677 340,845 2.0%

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 2 2 0.0%

公 債 費 1,333,734 1,333,734 7.6%

公 営 企 業 費 288,853 288,853 1.7%

予 備 費 40,000 40,000 0.2%

3,088,398 3,010,412 128,959 4,529,795 1,843,757 1,333,734 604,067 0 5,501 1,934,405 1,030,970 121,045 2 40,000 17,550,000 100.0%

17.6% 17.2% 0.7% 25.8% 10.5% 7.6% 3.5% ― 0.0% 11.0% 5.9% 0.7% 0.0% 0.2% 100.0%

3,099,499 3,153,899 147,429 4,675,502 1,748,347 1,203,071 674,402 0 5,501 2,127,785 1,174,564 228,320 1 40,000 18,050,000

△ 0.4% △ 4.5% △ 12.5% △ 3.1% 5.5% 10.9% △ 10.4% ― 0.0% △ 9.1% △ 12.2% △ 47.0% 100.0% 0.0% △ 2.8%

構 成 比

前 年 度 予 算 額

対 前 年 増 減 率
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33

歳 出 合 計

24

25

26

27

28

29

30

31

16

17

18

19

20

21

22

23

8

9

10

11

12

13
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15

　項

1

2

3

4

5

6

7

消      費      的      経      費 そ   の   他   の   経   費 投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費
人  件  費  物  件  費 維持補修費 扶  助  費 補 助 費 等 公  債  費

構成比
繰  出　金 災害復旧費

予備費
積  立  金

投資及び
出資金

合      計
貸　付　金

一般会計・歳出予算(性質別)の状況４

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

安心
安全

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援



-
2
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平成３０年度当初予算について

平成３０年度日高市一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳５

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

安心
安全

連 携
事 業

人口減少
対 策

安 心
安 全

住環境
整 備

子育て
応 援

　地方消費税率の引上げによる引上げ分の地方消費税収については、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。
　日高市では、下表のとおり充当しております。

【歳入】 地方消費税交付金 1,005,000千円

うち社会保障財源化分（税率引き上げ分） 398,000千円

【歳出】 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 6,908,212千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 98,000 98,000 （単位：千円）

款 項 目

社会福祉総務費 198,342 13,124 0 422 184,796 21,858 162,938

障害者福祉費 1,071,437 738,358 0 5 333,074 39,397 293,677

老人福祉費 29,809 521 0 2,851 26,437 3,127 23,310

児童福祉総務費 46,647 23,589 0 361 22,697 2,685 20,012

児童措置費 1,934,401 1,272,022 0 146,455 515,924 61,026 454,898

児童福祉施設費 493,048 142,671 0 160,375 190,002 22,474 167,528

生活保護総務費 6,967 749 0 3 6,215 735 5,480

扶助費 892,183 694,504 0 0 197,679 23,382 174,297

4,672,834 2,885,538 0 310,472 1,476,824 174,684 1,302,140

老人福祉費 550,015 2 0 0 550,013 65,058 484,955

国民健康保険事業費 454,733 144,518 0 0 310,215 36,694 273,521

1,004,748 144,520 0 0 860,228 101,752 758,476

障害者福祉費 143,262 63,044 0 3 80,215 9,488 70,727

老人福祉費 633,697 79,066 0 18,489 536,142 63,417 472,725

児童福祉費 児童福祉総務費 196,834 30,801 0 3 166,030 19,639 146,391

保健衛生総務費 75,329 4,596 0 47 70,686 8,361 62,325

予防費 181,508 4,847 0 2,009 174,652 20,659 153,993

1,230,630 182,354 0 20,551 1,027,725 121,564 906,161

6,908,212 3,212,412 0 331,023 3,364,777 398,000 2,966,777

項目
予算科目

事業費

財源内訳

特定財源
一般財源

一般財源内訳

国県 地方債 その他

小計

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
　化分の市町村
　交付金）

その他

社会福祉
民生費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

小計

合計

社会保険
民生費 社会福祉費

小計

保健衛生

民生費
社会福祉費

衛生費 保健衛生費



平成３０年度日高市一般会計予算

平成２９年度は、天皇皇后両陛下が
本市を訪問されました。また、「遠足の聖地」宣言や日高かわせみの里ツーデーウオーク
の初開催などにより、多くの方々に訪れていただくとともに、広く日高市を発信することが
できました。平成３０年度は、まちづくり、人づくりを基本に 「未来につなぐ予算」を念頭に
おいて、次の４つの施策を柱とした予算を編成いたしました。

日高市長 谷ケ﨑 照雄

プロモーション動画で「日高市」を発信 2,737千円

高齢者等おでかけ支援事業 12,330千円

子育て総合支援センター ＯＰＥＮ 5,593千円

子育て応援

多子世帯への育児用品の支給 1,600千円

母子保健利用者支援事業 3,919千円

JR高麗川駅東口の開設と周辺道路整備 44,237千円

北平沢運動場のリニューアル 70,405千円

最高速度30㎞区域「ゾーン３０」 13,101千円

「遠足の聖地」プロジェクト 11,154千円

結婚活動支援事業 251千円

人口減少対策

安心安全なまちづくり

住環境整備

結婚活動を支援するため、県等で設立するSAITAMA出会
いサポートセンターに加入するとともに結婚活動支援
イベントを開催します。

➡ 遠足の聖地プロジェクト事業 6,154千円
➡ 巾着田維持管理事業 58,003千円
➡ 緑の保全推進事業 10,008千円
遠足スポットに記念スタンプを設置します。
巾着田に行幸啓記念碑と案内看板を設置します。
遠足コースとなっている物見山からの眺望を広げるた
め、樹木の間伐等を行います。

➡ 総合戦略推進事務 3,314千円
広く市の魅力を発信していくため、プロモーション動
画を制作します。

➡ 防災情報伝達システム整備・維持管理事業
18,798千円

防災行政無線のデジタル化を進めます。また、Jアラー
ト新型受信機への更新（3,028千円）を行います。

高齢者等の移動手段を確保す
るため、75歳以上の方や自動
車運転免許証を自主返納した
75歳未満の方を対象にバス利
用やタクシー利用の助成を行
います。

予算総額175億5,000万円

➡ 交通安全施設整備・維持管理事業 47,199千円
高麗川駅西側に位置する四本木・高麗川地区の一部の
ゾーン３０を進めます。

➡ 北平沢運動場維持管理事業 71,534千円
県道飯能寄居線バイパスの開通に併せて、高麗川に隣
接する北平沢運動場を再整備します。

➡ 高麗川駅東口開設事業 200千円
➡ 高麗川駅東地区整備事業 44,037千円

ＪＲ高麗川駅東口の開設、及び延伸する市道（B287号
線）の整備を進めます。

○ 予防接種事業 … 中学３年生のインフルエンザ予防接種費用を全額負担します。

○ 英語教育推進事業 … 中学生での英語検定３級の取得を目標とし、中学３年生の英語検定費用を全額負担します。

○ 議会運営事務 … 市内にある６つの小学校から子ども議員を選出し、子ども議会を開催します。

➡ 地域子育て支援センター運営事業 21,091千円
➡ 子育て総合支援センター運営事業 186千円

総合福祉センター「高麗の郷」に子育て支援の拠点とし
て『子育て総合支援センター』を開設します。
〔連携事業〕
・子育て利用者支援事業
・発達に関する育児相談事業

➡ 乳幼児支援事業 8,115千円
新生児が誕生した世帯に対し、子育てに関する助言等を
行うため、保健師や助産師による全戸訪問を強化します。

妊娠届の提出と併せて助産師等への相談ができるよう、
全ての妊娠届の受付と母子手帳の交付を生涯学習セン
ター内にある保健相談センターで行います。

➡ 多子世帯応援事業 1,600千円
第３子以降の子どもが生まれた世帯に育児用品２万円相
当分をお届けします。

防災行政無線のデジタル化 10,800千円

創業支援事業 500千円

市創業支援計画に基づき、市商工会とタイアップして
創業に関する講座を開催するなど、地域における創業
を促進します。

赤ちゃんが生まれたお宅への全戸訪問 1,418千円

上記に「連携」する事業

資料３


